
互．教員養成・免許制度の改革の具体的方策

序　教員に対する揺るぎない信頼を確立するための総合的な改革の推進

○　社会の激しい変動や学校教育が抱える課題の複雑・多様化等の中で、教

員に対する揺るぎない信頼を確立していくためには、養成段階から、その

後の教職生活までを一つの過程として捉え、その全体を通じて、教員とし

　て必要な資質能力を確実に保持すべく、必要な施策を総合的に講じていく

　ことが重要である。

○　このような視点に立ち、以下では、教員養成・免許制度に関する改革に

ついて、①教職課程の質的水準の向上、②「教職大学院」制度の創設、③

教員免許更新制の導入、④教員養成・免許制度に関するその他の改善方策、

⑤採用、研修及び人事管理等の改善・充実の5つの具体的方策を提言して

いる。特に、①、②、③は、今回の改革の中核をなすものであり、これら

　の改革を一体的に進めることが、改革の目標を達成する上でも、極めて重

　要である。3つの改革方策の基本理念と相互の関連を示すと、以下の通り

　である。

①教職課程の質的水準の向上

一学部段階で教員として必要な資質能力を確実に身に付けさせる一

　現在、我が国では、約800の大学（大学院を含む）、短期大学に教職課程

　が置かれており、また、現状では、学部段階の教員養成が中心となって

　いることを踏まえれば、まずは既存の教職課程、特に学部段階の教員養

　成教育の改善・充実を図ることが重要である。

　学部卒業段階で、教員として必要な資質能力を確実に身に付けさせ、

　学校現場に送り出すことが、本来、教職課程に期待される役割であり、

　そのことが国民や社会の要請に速やかに応えることにつながるものと考

　える。

②「教職大学院」制度の創設

一大学院段階でより高度な専門性を備えた力量ある教員を養成する一

　近年の社会構造の急激な変化や学校教育が抱える課題の複雑・多様化
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等に伴い、より高度な専門性と豊かな人間性・社会性を備えた力量ある

教員が求められている。このような要請に応えるためには、高度専門職

業人の養成に特化した専門職大学院制度を活用して、レベルの高い教員

養成教育を行うことが必要である。また、このことは、教職課程改善の

モデルを提示するものとして、既存の教職課程の改善・充実を促進する

ものでもある。

③教員免許更新制の導入

一養成段階を修了した後も、教員として必要な資質能力を確実に保証す

　　る一
　学校教育が抱える課題が恒常的に変化している今日、養成段階で確実

　に身に付けた教員として必要な資質能力を、教職生活の全体を通じて保

持していく必要性が高まっている。このためには、教員免許状の取得後

　も、その時々で求められる教員として必要な資質能力が保持されるよう、

制度的な措置を講じることが重要である。

1．教職課程の質的水準の向上

（1）教職課程の改善・充実

　　　「教職指導」の充実と大学における組織的指導体制の整備等一

　今後、課程認定大学においては、「教職指導」（学生が身に付けた知識・

技能を有機的に統合し、教科指導や生徒指導等を実践できる資質能力を形

成することを指導、助言、援助する取組）を一層充実することが必要であ

る。法令上も、「教職指導」の実施を明確にすることにより、課程認定大

学における積極的かつ計画的な取組を推進することが必要である。

　課程認定大学は自らの教員養成に対する理念を具現化するため、体系

的・計画的にカリキュラムを編成したり、それとの関連に留意しながら

「教職指導」を実施するなど、大学としての組織的な取組が重要である。

このため、課程認定大学における「教員養成カリキュラム委員会」の設置

を推進するとともに、その機能の充実・強化を図る必要がある。

○　大学の教職課程が、教員として必要な資質能力を確実に身に付けさせる

　ものとなるためには、何よりも大学自身の教職課程の改善・充実に向けた
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主体的な取組が重要である。教職課程の教育内容・方法等については、平

成9年の教養審第一次答申や平成11年の教養審第三次答申において、様々な

改善・充実方策を提言しており、必要な制度改正も行われたところである。

課程認定大学においては、これらの答申をいま一度真摯に受け止め、学内

に周知するとともに、学長・学部長等がリーダーシップを持って、カリキ

ュラム編成や教授法の改善・向上、成績評価の厳格化等に取り組むことが

必要である。

○　今後、課程認定大学においては、学生が教職についての理解を深め、自

己の教職への適性等について考察するとともに、個々の科目の履修により

　身に付けた知識・技能を自己の中で有機的に統合し、教科指導や生徒指導

等を実践できる資質能力を形成することを指導、助言、援助するような取

　組（以下「教職指導」という。）を、一層充実することが必要である。教職

指導の重要性については、教養審第一次答申等でも指摘しているが、現状

　においては、「教職の意義等に関する科目」において、教職課程の履修の初

期段階で行われているものの、それ以降は、個々の大学や学生の取組に委

　ねられている部分が多く、課程認定大学全体としての取組は必ずしも十分

　ではない。

　　このため、法令上も、教職課程全体を通じた教職指導の実施を明確にす

　ることにより、各課程認定大学における積極的かつ計画的な取組を推進す

　ることが必要である。

○　具体的な実施に当たっては、教職課程の履修者に対して、早い段階から、

例えばインターンシップ等の学校現場や教育関連施設を体験する機会や子

　どもとの触れ合いの機会、現職教員との交流の機会等を提供するなど、課

外における活動も含め、体系的・計画的な教職指導の実施を工夫すること

　が必要である。また、例えば個々の学生について履修履歴等を確認しなが

　ら、各学年の修了毎に必要な教職指導を行うなど、きめ細かい指導の工夫

や、それに応じた体制整備を図ることも必要である。

○教職指導の内容、方法等については、これらの方向を基本としつつ、今

『後教員養成を行う大学等関係者を中心にして、教職指導のモデル例の検討

　が行われることが望まれる。
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○　また、今後、各課程認定大学は自らの教員養成に対する理念を具現化す

　るため、体系的・計画的にカリキュラムを編成したり、それとの関連に留

　意しながら教職指導を実施するなど、大学としての組織的な取組が重要で

　ある。この点に関しては、平成9年の教養審第一次答申等で「教員養成カ

　リキュラム委員会」の設置を提言しているが、特に、今後、後述のように

新たな必修科目を設けることとした場合、当該科目と他の科目との関連性

　を確保したり、前述の教職指導を円滑に実施する上で、この種の委員会は

　中心的な役割を果たすものと考える。

　このため、今後とも、各課程認定大学における設置を積極的に推進する

　とともに、その機能の充実・強化を図る必要がある。また、学校現場の実

態を踏まえたカリキュラム改善や教職指導等が行われるよう、必要に応じ

て、学校関係者や教育委員会との意見交換を行ったり、教職経験者や学外

者等の意見を求めるなど、運営方法の工夫を図ることも必要である。

○　教職課程のうち、特に教育実習については、学校現場での教育実践を通

　じて、自らの教職への適性や進路を考える貴重な機会であり、今後とも大

　きな役割が期待される。このため、実習協力校の確保・拡充に向けた大学

　と教育委員会との連携・協力の一層の推進、教職課程全体を通じた計画的

　な実施の工夫、教育実習の実施に必要な知識・技能等を学生が身に付けて

いるかを十分確認した上で実習を認めることとするなど履修要件の厳格化、

大学の教員と受け入れ学校の指導教員による連携の強化、事前・事後指導

　の徹底、受け入れ学校の理解促進と負担軽減、単位授与の際の適切な評価

等の点で、一層の改善・充実を図ることが必要である。

○　平成11年の教養審第三次答申で提言した教職課程のモデルカリキュラム

の開発研究については、その後、複数のモデルカリキュラムが開発された

　ものの、必ずしも十分活用されるには至っていない。課程認定大学が、構

造的・体系的にカリキュラムを編成し、教職課程全体を通じて計画的な教

職指導を行う上で、モデルカリキュラムの開発研究は、大きな意義を有す

るものである。後述のように新たな必修科目を設けることとした場合、そ

　の科目の新設も一つの契機としながら、今後とも引き続き、教員養成を行

　う大学等関係者を中心にして、モデルカリキュラムの開発研究を行うとと

　もに、国においても、教育内容・方法の開発・充実や実践性の高い優れた

取組を支援することが必要である。
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○　変化の激しい社会状況や子どもの多様化等を考慮すると、教員には、こ

　れまで以上に広く豊かな教養を身に付けていることが求められており、課

程認定大学においては、体験活動やボランテイア活動、インターンシップ

　等を充実したり、自然科学や人文科学、社会科学等の高度な教養教育を実

　施することが必要である。また、これらの教育を通して、子どもが生きる

　地域社会の実態を把握する力や、教材解釈力を育成することが重要である。

○　教職課程の科目や教育内容については、平成9年の教養審第一次答申を

　踏まえ、平成10年に教育職員免許法を改正し、所要の改善・充実を図ったと

　ころである。今後、この改正の効果・影響・課題等を検証するとともに、

　教員に今後特に求められる資質能力や、初等中等教育における教育内容の

　改善の動向等にも留意しつつ、必要に応じて、その見直しを検討すること

　が必要である。

（2）「教職実践演習（仮称）」の新設・必修化

　一教員としての資質能力の最終的な形成と確認一

　今後は、教員として最小限必要な資質能力の全体について、教職課程の

履修を通じて、確実に身に付けさせるとともに、その資質能力の全体を明

示的に確認することが必要である。具体的方策としては、教職課程の中に、

新たな必修科目（「教職実践演習（仮称）」）を設定し、その履修により確

認することが適当である。

　教職実践演習（仮称〉には、教員として求められる4つの事項（①使命

感や責任感、教育的愛晴等に関する事項②社会性や対人関係能力に関す

る事項③幼児児童生徒理解に関する事項④教科等の指導力に関する事項）

を含めることとすることが適当である。

　実施に当たっては、演習（指導案の作成や模擬授業・場面指導の実施等〉

や事例研究、グループ討議等を適切に組み合わせて実施することや、教職

経験者を含めた複数の教員の協力方式により実施すること、最終年次の配

当科目とすることなどの工夫をすることが適当である。

　教職実践演習（仮称）が成果をあげるためには、課程認定大学が、教員

の相互の連携・協力体制の強化を図るとともに、科目内容・方法や実施体

制等について、大学をあげて検討することが重要である。
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○　大学の教職課程で養成すべきとされてきた資質能力のうち、専門的な知

識・技能以外については、これまで基礎資格（学士の学位等）の取得及び

教職課程の科目の単位修得等により確認されている部分があるものの、教

員の役割等を踏まえた実践的指導力の基礎などの最終的な形成は、教職指

導等を通じて個々人において形成されているとして、明示的には確認され

てこなかった部分である。このため、今後は、課程認定大学において、教

員として最小限必要な資質能力の全体について、教職課程の履修を通じて、

確実に身に付けさせるとともに、その資質能力の全体を明示的に確認する

方策を講ずることが必要である。これにより、教員免許状の授与の前提と

　して、教員として最小限必要な資質能力の全体を確認（保証）することに

　なり、免許状に対する信頼が高まる。

○　具体的方策としては、「大学における教員養成」の原則や、我が国の教員

免許制度等との関係を考慮すると、教職課程の中に、新たな必修科目（「教

職実践演習（仮称）」〉を設定し、その履修により確認することが適当である。

　当該科目は、教職課程の履修全体を通じて身に付けるべき資質能力を最終

的に形成し、その確認を行うための総合実践を行う科目として位置付けら

　れるものである。

○　教員養成の水準や教員免許状の質を確保するとともに、教職実践演習

　（仮称）の履修を通じて、教員としての資質能力の確実な確認が行われるよ

　うにするためには、教職課程の他の科目と同様、この科目に含めることが

必要な事項を、法令上、明確にすることが必要である。当該科目の目的等

　を考慮すると、具体的には、教員として求められる4つの事項（①1吏命感

や責任感、教育的愛情等に関する事項②社会性や対人関係能力に関する事

項③幼児児童生徒理解に関する事項④教科等の指導力に関する事項）を含

めることとすることが適当である。

　　これらの項目を科目の中でどのように構成し、実施するかは、基本的に

各課程認定大学の判断に委ねられるものであり、また、学校種によっても

異なるものと考えられるが、実施に当たっての着眼点を例示するとすれば、

別添1のような点が考えられる。

○　また、教職実践演習（仮称）の内容・方法等の検討に当たっては、最新

　の教育に関する動向等を踏まえつつ、例えば教職の意義や教員の役割等を
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再確認させたり、教員の具体的職務内容や学校現場の実態等についての理

解を深めさせたり、教科指導や生徒指導等に関する実践的指導力の基礎を

定着させる等、教員としての資質能力を確認するための総合的な実践を行

うことに留意する必要がある。

○　教職実践演習（仮称）の実施に当たっては、講義形式は極力避け、演習

　（指導案の作成や模擬授業・場面指導の実施等）や事例研究、グループ討議

　等を適切に組み合わせて実施することや、基本的に教職経験者を含めた複

　数の教員の協力方式により実施すること、最終年次の配当科目とすること

　など、履修方法等を適宜工夫することが適当である。

○　成績評価については、例えば複数の教員が多面的な角度から評価を行い、

　その一致により単位認定を行うことや、教職経験者が評価に加わること等、

学校現場の視点も加味した、適切な評価が行われるよう工夫をすることが

　必要である。

○　教職実践演習（仮称）の最低修得単位数は1単位程度とすることが適当

　であると考えるが、2単位程度は必要ではないかとの意見もあり、さらに

　検討することが必要である。科目区分については、この科目の性格が、教

　科に関する科目と教職に関する科目の双方の目的・内容等を基盤とするも

　のであることから、現行の科目区分とは異なる新たな科目区分（「総合実践

　に関する科目（仮称）」）を設けることが適当である。この場合、教職に関す

　る科目に属する既存の科目（例えば、教職の意義等に関する科目や教育実

　習等）についても、あわせて科目区分の在り方を見直すことが適当かどう

　か、検討することが必要である。

○　教職実践演習（仮称）を新設することとした場合、教員免許状の取得に

　必要な総単位数の在り方については、現行の総単位数を維持することが適

　当であると考えるが、総単位数の増加も含めて検討すべきではないかとの

　意見もある。この点については、課程認定大学等関係者ゐ理解を得ること

　も必要であり、単位数を増加することとした場合の教育上の意義や効果、

　教育体制の整備等大学側の負担や学生の履修上の負担等を総合的に考慮し

　つつ、さらに検討することが必要である。なお、総単位数を維持すること

　とした場合、関連する教職に関する科目（例えば、教職の意義等に関する
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科目）の単位数を減ずるなどの措置を講ずることが適当である。

○　教職実践演習（仮称）は、教職課程の他の科目の履修や教職指導の成果

が、学生の中で統合され、最終的に教員として必要な資質能力が形成され

　たことを確認するという、他の科目にはない特色を有している。このよう

　な性格の科目が期待される成果をあげるためには、各課程認定大学が、こ

　の科目の創設の趣旨を踏まえ、教科に関する科目の担当教員と教職に関す

　る科目の担当教員の相互の連携・協力体制の強化を図るとともに、具体的

　な科目内容・方法や実施体制等について、大学をあげて検討することが重

　要である。また、この科目と他の科目や教職指導との関連を明確にするな

　ど、教職課程全体の体系的な編成を進めることが必要であり、各課程認定

　大学において、教員養成カリキュラム委員会等の組織を活用して、この点

　の検討を行うことが求められる。

○　教職実践演習（仮称）の内容等については、上記の基本方向を踏まえつ

　つ、今後、課程認定大学等関係者の意見を聴くなどしながら、専門的見地

から、さらに検討することが必要である。

（3）教職課程に係る事後評価制度の導入や認定審査の充実

　課程認定大学における教育が、力量ある教員を養成する上で効果的なも

のであるためには、適切な評価システムを確立し、その結果を教員養成の

改善に継続的につなげていくことが必要である。

　教職課程が適切に運営されているかどうかを、事後的・継続的にチェッ

クし、必要な改善等を促す仕組みを整備することが重要であり、外部評価

や第三者評価を導入する方向で、検討することが必要である。

　教職課程の質の維持・向上のため、教職課程の認定に係る審査の充実を

図ることが重要である。認定後の教職課程が法令等に違反すると認められ

る場合には、是正勧告や認定の取り消し等の方策を講ずることが必要であ

る。

○　各課程認定大学における教育が、力量ある教員を養成する上で効果的な

　ものであるためには、適切な評価システムを確立し、その結果を教員養成

　の改善に継続的につなげていくことが必要である。各大学においては、自
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己点検・評価やその結果に対する学外者による検証が進められているが、

特に、保護者や学校現場、地域、教育行政など、養成された教員を受け入

れる側（デマンド・サイド）の視点に立つことが求められる課程認定大学

としては、卒業者を採用している教育委員会や学校の意見を積極的に聞く

ことができる体制を構築すること等により、評価の客観性・実効性を高め

ることが重要である。

○　課程認定大学における教職課程の改善・充実に向けた取組とともに、今

　後は、各大学の教職課程が適切に運営されているかどうかを、事後的・継

　続的にチェックし、必要な改善等を促す仕組みを整備することが重要であ

　り、教職課程に関する外部評価や第三者評価を導入する方向で、検討する

　ことが必要である。なお、この際には、既存の認証評価制度や他の評価制

　度との関係、各課程認定大学における自己点検・評価の取組状況等を考慮

　し、大学に過重な負担がかからないよう、効率的かつ柔軟な評価が行われ

　るよう工夫する必要がある。

○　また、教職課程の質を維持し、その向上を促すため、教職課程の認定に

係る審査の充実を図ることが重要である。具体的には、大学全体の教職課

程の運営方針等を審査対象とすることや、教員養成に対する理念・構想な

　ど、当該大学の教員養成に対する姿勢や、教職課程を必要とする理由を十

分に確認すること等の改善・充実を図る必要がある。

○　認定後の教職課程については、課程認定委員会による実地視察の対象を

　拡充することや、教職課程の運営状況に関する定期的な報告を課すこと、

　教職課程が法令や審査基準に違反すると認められる場合には、是正勧告や

教職課程の認定の取り消し等の措置を行うことを可能とすること等、教職

　課程の質が確実に維持されるような方策を講ずることが必要である。

2．「教職大学院」制度の創設

　一教職課程改善のモデルとしての教員養成教育一

（1〉「教職大学院」制度の創設の基本的な考え方

近年の社会の大きな変動の中、様々な専門的職種や領域において、大学
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院段階で養成されるより高度な専門的職業能力を備えた人材が求められて

いる。

　教員養成の分野についても、研究者養成と高度専門職業人養成の機能が

不分明だった大学院の諸機能を整理し、専門職大学院制度を活用した教員

養成教育の改善・充実を図るため、教員養成に特化した専門職大学院とし

ての枠組み、すなわち「教職大学院」制度を創設することが必要である。

　このような改善・充実を図り、力量ある教員の養成のためのモデルを制

度的に提示することにより、学部段階をはじめとする教員養成に対してよ

り効果的な教員養成のための取組を促すことが期待される。

　教職大学院は、当面、の学部段階での資質能力を修得した者の中から、

さらにより実践的な指導力・展開力を備え、新しい学校づくりの有力な一

員となり得る新人教員の養成ii）現職教員を対象に、地域や学校におけ

る指導的役割を果たし得る教員等として不可欠な確かな指導理論と優れた

実践力・応用力を備えたスクールリーダーの養成の2つの目的・機能とす

る。

　これ以外の幅広く教員の資質能力の向上に関連する目的・機能について

は、各個別大学の主体的な検討により、一般の専門職大学院として設置す

ることも含め、先導的・意欲的な取組の推進が期待される。

①　「教職大学院」制度の必要性及び意義

O　I．5．で述べたように、教育を取り巻く社会状況の変化等の中で、この変

化や諸課題に対応し得るより高度な専門性と豊かな人問性・社会性を備え

　た力量ある教員が求められるようになってきている。

　このため、今後の教員養成の在り方としては、学部以下の段階で、教科

指導や生徒指導など教員としての基礎的・基本的な資質能力を確実に育成

することに加え、大学院段階で、現職教員の再教育も含め、特定分野に関

する深い学問的知識・能力を有する教員や、教職としての高度の実践力・

応用力を備えた教員を幅広く養成していくことが重要である。

○　大学院段階における教員養成についてはこれまで、昭和50年代以降、い

　わゆる新教育大学が現職教員の再教育に道筋を付け、既存大学にも同様の

　目的の修士課程が整備されたが、我が国の大学院制度が研究者養成と高度

専門職業人養成との機能区分を曖昧にしてきたこともあり、また実態面で

　も、高度専門職業人養成の役割を果たす教育の展開が不十分であったこと
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から、教員養成分野でも、ともすれば個別分野の学間的知識・能力が過度

に重視される一方、学校現場での実践力・応用力など教職としての高度の

専門性の育成がおろそかになっており、本来期待された機能を十分に果た

していない。

○　このような教員養成の課題を踏まえ、教員養成システム全体の充実・強

化を図っていくためには、学部段階における教員養成の着実な改善・充実

　を図ることとあわせ、とりわけ大学院段階における養成・再教育の在り方

　を見直し、制度的な検討を含め、その格段の充実を図ることが必要である。

○　近年の様々な専門的職種や領域における高度専門的職業人材に対する社

　会的要請を踏まえ、従来、研究者養成と高度専門職業人養成の機能が渾然

　一体で不分明だった我が国の大学院制度について、諸機能を明確に区分し、

各機能にふさわしい教員組織、教育内容・方法等を整えることにより、全

体としての機能強化を図る方向で制度の見直しが進められている。

　その見直しの一環として、平成15年度に、従来の大学院制度とは異なり、

　目的、教育内容、指導方法、指導教員、修了要件、学位等を高度専門職業

　人の養成に特化した「専門職大学院」制度が創設された。これを契機に、

各分野における既設の大学院の機能や組織体制の見直しが始まっており、

法曹、ビジネス、会計、知的財産、公共政策、公衆衛生など様々な分野で、

既設の専攻からの改組転換や新設も含め専門職大学院の整備が急速に進ん

　でいる。

○　教員養成の分野についても、1．4．で指摘した大学院段階も含めた課題を

　克服するためには、大学院の諸機能を整理し、

　i）研究者養成・学術研究コースとして各分野における深い学問的知識・

　能力の育成等に重点を置くもの

　ii）専門職大学院制度を活用して高度専門職業人養成コースとして学校現

　場における実践力・応用力など教職としての高度な専門性の育成に重点

　を置くもの

　等に区分し、その上で、各大学の方針に基づきコースの選択と必要な教育

体制が整備されることが必要である。

　このため、専門職大学院制度の中に教員養成の専門職大学院として必要

　な枠組み、すなわち「教職大学院」制度を創設することにより、専門職大
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学院制度を活用した教員養成教育の改善・充実を図ることとすることが必

要である。

○　この教職大学院制度の創設に当たっては、我が国の教員養成が「開放制

の教員養成」の原則の下に、一般大学・学部と教員養成系大学・学部とが

それぞれ特色を発揮して行われ、人材を幅広く教育界に送り出してきた実

績を踏まえ、

　i）引き続き「開放制の教員養成」の原則の下、教員としての基礎的・基

　本的な資質能力の育成は学部段階で行うことを基本としつつ

　ii）大学院段階の教員養成・再教育の格段の充実を図るための有力な方策

　の一つとして、

各大学の判断により教職大学院制度測舌用されることが適当である。

○　教職大学院制度の創設により、学部段階及び修士課程など他の教職課程

　に対して、この大学院が、後に述べるように、実践的指導力の育成に特化

　した教育内容、事例研究や模擬授業など効果的な教育方法、これらの指導

　を行うのにふさわしい指導体制など、力量ある教員の養成のためのモデル

　を制度的に提示することにより、より効果的な教員養成のための取組を促

すことが期待される。

　また、この大学院は、学部段階において養成される教員としての基礎的・

基本的な資質能力を基盤として、その上に、高度専門職業人としての教員

　に求められる高度な実践力・応用力を育成することとなる。このことから、

入学段階において学生に求められる資質能力が明確に示されることにより、

学部修了段階において養成されていることが求められる到達基準がより明

確に学部段階に対し示されることとなる。

○　また、教職大学院制度の創設により、実務家教員（教職等としての実務

経験を有する教員）も含め、高度専門職業人としての教員の養成を目的と

する課程としての意識を共有した指導教員が確保されることが期待される。

○　なお、教職大学院制度が創設された場合、修士課程との関係は各大学に

おける修士課程の現在の位置付けや役割、専攻等の構成や特色・得意分野、

設置目的等により異なる。しかしながら、教員養成を行う研究科・学部と

　して、修士課程においても、高度の専門的知識・技能を背景に優れた指導
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力を有する高度専門職業人としての教員を養成するとともに、教員が優れ

た指導力を発揮する上でその背景となる高度の知識・技能や、教員が広い

視野を持ち複雑な現状を的確に分析し理解する上で必要となる理論等の研

究や指導を行うことが期待される。

　また、修士課程におけるこのような教育研究を通じて、教育学分野にお

いて実践的視野を兼ね備えた大学教員の養成の一段階としての機能を果た

すことが期待される。

○　さらに、学校現場において教職としての高度の専門性を発揮するために

　は、その背景としての十分な学問的知識・能力に基づく授業の展開力等を

伴うことが重要であることはいうまでもない。教職大学院制度の創設に当

　たって、現在の学校現場が直面する課題に対応し得る実践力・応用力の育

成という観点から、いわゆる「教科専門」としての専門性が教職としての

　高度な専門性の育成に資することが期待される。

②主な目的・機能

○　近年の少子化により、一部の都市部を除いて学校が小規模化し、1学年

　1学級の学校も珍しくなくなっており、学年主任等が他の教員を指導する

　機能が低下し、また同じ教科を専門とする教員も同一学校内に少なくなっ

　ている・このような状況の下で、教員が互いに指導力を向上させ、教員全

　体としての指導力の維持・向上を図るためには、学校内のみならず広く地

　域単位で中核的な役割を果たし得る教員が求められている。

○　また、現在の教員の年齢構成を見ると、大量採用期の40歳代から50歳代前

　半の層が多く、いわゆる中堅層以下の世代が少ないことから、今後、大量

採用期の世代が退職期を迎えていく中で、量及び質の両面から、優れた教

　員を養成・確保することが極めて重要な課題となっている。

○　さらに、教科等における指導力を見ても、これまでの学級単位の指導か

　ら、グループ指導や、少人数指導、習熟度別指導など学級の枠を超えた多

様な学習集団に対応した指導方法に関する理解や、総合的な学習の時問の

　実施、選択教科の拡充など既存の教科の枠を超えた教科指導に関する理解

　が必要になっており、こうした多様な指導形態・指導方法を円滑かつ効果

　的に実践できる教員が求められている。
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○　このような教員に対する様々な要請や、各大学における大学院段階での

取組の実績等を考慮すると、教職大学院は、当面、

　i）学部段階で教員としての基礎的・基本的な資質能力を修得した者の中

　から、さらにより実践的な指導力・展開力を備え、新しい学校づくりの

　有力な一員となり得る新人教員の養成

　ii）一定の教職経験を有する現職教員を対象に、地域や学校における指導

　的役割を果たし得る教員として、不可欠な確かな指導理論と優れた実践

　力・応用力を備えた「スクールリーダー」（注2〉の養成

　の2つの目的・機能とする。

○　また、こうした機能の一環として、教員免許状を持たないまま大学を卒

業し様々な社会経験を経た者等が、改めて教職を目指す場合の一つの有力

　な養成機関としての機能についても、学部の機能を活用しつつ各大学の判

断・工夫により対応することが期待される。

　このため、現時点においては、こうした機能も視野に入れつつ、i）及

　びii）の目的・機能を担う専門職大学院を「教職大学院」とし、これに共

通的に必要な要件等を検討する必要がある。

○　一方、上記の目的・機能のほか、隣接するものとして、例えば、

　iii）小・中・高等学校等の管理者等に必要な高度なマネジメン．ト能力に特

　化した養成機能

　iv）大学等高等教育機関の管理者や高等教育政策担当者の養成機能

　v）国際的な開発教育協力の専門家など幅広い教育分野の高度専門職業人

　の養成機能

等が考えられ、今後、その重要性が高まることも予想される。

○　こうした目的・機能については、当面、社会的な要請を踏まえた個別大

学の主体的な検討により、一般の専門職大学院として設置することも含め、

先導的で、意欲的な取組が多様に展開され、一定の実績が蓄積されること

がまず重要であり、今後、そうした実績の蓄積を見ながら、必要に応じて

共通的に必要な要件等を整理することが適当である。

（注2）本中問報告における「スクールリーダー」とは、例えば校長・教頭等の管理

職など特定の職位を指すものではなく、上記のような社会的背景の中で、将来管

理職となる者も含め、学校単位や地域単位の教員組織・集団の中で、中核的・指
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導的な役割を果たすことが期待される教員である。

（2〉制度設計の基本方針

○　教職大学院制度の創設に当たっての、具体的な制度設計については、以

　下の5つの方針を基本とすることが適当である。

①教職に求められる高度な専門性の育成への特化

　学部段階で養成される教員としての基礎的・基本的な資質能力を前提

　に、今後の学校教育の在り方を踏まえた新しい教育形態・指導方法等に

　も対応し得る知識・技能や、様々な事象を構造的・体系的に捉えること

　のできる能力など、教職に求められる高度な専門性を育成することを目

　的として特化する。

②「理論と実践の融合」の実現

　高度専門職業人の養成を目的とする大学院段階の課程として、綿密な

　コースワーク（学修課題と複数の科目等を通して体系的に履修すること

　をいう。）と成績評価を前提に、理論・学説の講義に偏ることなく実践的

指導力を育成する体系的で効果的なカリキュラムを編成するとともに、

　実践的な新しい教育方法を積極的に開発・導入することにより、「理論と

　実践の融合」を強く意識した教員養成教育の実現を目指す。

’
③ 確かな「授業力」と豊かな「人間力」の育成

　　学級運営・学校運営の基本とも言うべき確かな授業力を徹底して育成

　するため、理論とともに、従来の学部・大学院教育が軽視しがちであっ

　た教育技術面を重視するとともに、その前提として、子どもや保護者、

　地域住民等とのコミュニケーション能力をはじめとする教職に求められ

　る豊かな人間力の育成を目指す。

④学校現場など養成された教員を受け入れる側（デマンド・サイド）との連

携の重視

　保護者や学校現場、地域、教育行政など、養成された教員を受け入れ

　る側（デマンド・サイド）の要請を踏まえ、特に学校現場との意思疎通を

　重視し、カリキュラムや教育方法、履修形態、指導教員、修了者の処遇、
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情報公開、第三者評価など大学院の運営全般にわたって、大学院と学校

現場との強い連携関係を確立する。

⑤第三者評価等による不断の検証・改善システムの確立

　教育内容・方法や指導体制をはじめ大学院運営の全般にわたり、大学

　関係者や、学校関係者、地方教育行政担当者等から構成される専門の認

証評価機関による5年ごとの第三者評価（認証評価）を実施することな

　どを通じ、不断の検証・改善システムを構築し、優れた教員養成の質の

保証を図る。

（3）具体的な制度設計（主として設置基準に関連する事項について）

○課程の目的：「専ら教員の養成又は研修のための教育を行うことを目的

　とする」などの共通的な目的規定を整理することが適当である。

○標準修業年限：一般の専門職大学院と同様、2年とすることが適当であ

　る。

○必要修得単位数：45単位以上とすることが適当である。また、そのうち

　10単位以上は学校における実習によることとし、10単位の範囲内で、大

学の判断により教職経験をもって当該実習とみなすことができるように

することが適当である。

○入学者選抜：各教職大学院の責任において、入学者受入方針（アドミ

　ッション・ポリシー）を明確にし、将来の中核的・指導的な教員に相応

　しい資質能力を適確に判断し得るような入学者選抜の工夫等を行うこと

　が重要である。

○教育課程1学校現場における中核的・指導的な教員として必要な資質能

　力の育成を目指し、理論と実践の融合を強く意識した体系的な教育課程

　を編成すべきことを明確にする必要がある。具体的には、体系的に開設

　すべき授業科目の領域として、i）教育課程の編成・実施に関する領域、

　ii〉教科等の実践的な指導方法に関する領域、iii〉生徒指導、教育相談

　に関する領域、iv）学級経営、学校経営に関する領域、v）学校教育と

教員の在り方に関する領域のすべての領域にわたり授業科目を開設する

　ことが適当である。

○教育方法：少人数で密度の濃い授業を基本としつつ、理論と実践との

融合を強く意識した新しい教育方法を積極的に開発・導入することが必
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要である。（例えば、事例研究、模擬授業、授業観察・分析、ロールプ

レーイング等）

○履修形態：特に現職教員が職務に従事しながら履修でき るよう、昼夜

開講制、遠隔授業など、弾力的な履修形態を可能とすることが適当であ

る。

○免許状未取得者：教職大学院在学中に所定履修単位のほか、一種免許

状の取得に必要な所要単位を修得することが必要である。この履修に当

たって、学部での開設科目の履修のほか、教職特別課程（教職に関する

科目の単位を修得させるために大学が設置する修業年限を一年とする課

程）において履修することも可能である。

○専任教員：最低限必要な専任教員数は11人とするとともに、うち実務

家教員の比率はおおむね4割以上とすることが適当である。実務家教員

の範囲は学校教育関係者・経験者を中心に想定されるが、そのほか医療

機関や福祉施設など教育隣接分野の関係者、また民間企業関係者など、

幅広く考えられる。

○連携協力校：教職大学院の場合は、附属学校の積極的活用は当然の前

提としつつ、附属学校以外の一般校の中から連携協力校を設定すること

を義務付けることが適当である。

○形態＝教職大学院においても、連合大学院制度や連携大学院制度など

の仕組みを活用することが考えられる。

○学位：「教職修士（専門職）」等の専門職学位を学位規則において定

めることが適当である。

○評価＝中核的・指導的な教員の養成・研修の場としての水準の維持・

向上を図るため、大学としての自己点検・評価や認証評価が重要である。

大学関係者、学校関係者、地方教育行政担当者等により構成される認証

評価機関を速やかに創設し、不断の改善を促すシステムを構築するよう

関係者の努力を促すとともに、国として必要な支援を行う必要がある。

①課程の目的

○　専門職大学院の課程の目的は、専門職大学院設置基準上、「高度の専門性が

　求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培うことを目的と

　する」とされている。ただし、法科大学院については、同設置基準上、「専ら

　法曹養成のための教育を行うことを目的とする」と特に規定されている。
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○教職大学院については、（1）②で述べた主な目的・機能を前提とすれば、

設置基準上は、「専ら教員の養成又は研修のための教育を行うことを目的と

する」などの共通的な目的規定を整理することが適当である。

　その上で、各大学院の責任において、大学院としての特色や得意領域等

　を考慮し、また、学校関係者等の意向を十分踏まえ、対象とする学生層や

養成しようとする教員像など当該課程の具体的な教育目標・方針等を明確

　に設定することが重要である。

②標準修業年限

○　専門職大学院の標準修業年限は、専門職大学院設置基準において2年と

　されている。ただし、学生の履修コース等として1年の短期履修コースや

長期在学コースの設定が可能であり、また、専攻分野の特性により特に必

要があると認められる場合に限り、1年以上2年未満の標準修業年限を設

定することができるとされている（ただし、現在まで具体の事例はない）。

　なお、法科大学院については、専門職大学院設置基準において特に3年と

規定されているが、法学既修者については、各大学院の判断で1年を超え

　ない範囲で在学したとみなすことができるとする規定も置かれているため、

実際には、各法科大学院において、未修者を対象とする3年の履修コース

　と、既修者を対象とする2年の履修コースが設定されている。

○　教職大学院については、従来の修士課程における現職教員の再教育や学

部新卒者の受入れ実績等を考慮し、標準修業年限としては、一般の専門職

大学院と同様、2年とすることが適当である。

○　その上で、各大学院の判断・工夫により、現行の設置基準を活用して、

現職教員の履修の便宜等に配慮した短期履修コース（例えば1年コース）

や長期在学コース（例えば3年コース）の開設、さらには、学部での免許

状未取得者を対象に、教職大学院に在学しつつ、その履修と併行して学部

の教職科目を履修できる長期在学コースの開設などが期待される。

③修了要件
○　専門職大学院の修了要件は、専門職大学院設置基準において、2年以上

在学し、当該専門職大学院が定める30単位以上の修得その他の教育課程を修

了することとされており、研究指導を受けることや、論文審査の合格は必
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須とされていない。

　なお、特に法科大学院については、3年以上在学し、93単位以上を修得

することとされている。ただし、法学既修者は、各大学院の判断で、在学

期間は1年を超えない範囲内で、また、単位数は30単位を超えない範囲内で

軽減することができるとされており、その結果、法学未修者は3年、法学

既修者は2年の修了要件が一般化している。

○　教職大学院については、研究者養成を目的とせず、高度専門職業人とし

　ての教員の養成・研修に特化した教育を行うという課程の目的に鑑み、修

　了要件としては、研究指導等を要しないこととし、一定期間の在学及び必

要単位数の修得のみで足りるとすることが適当である。

　その場合、必要修得単位数については、後述の⑤「教育課程」で示すカ

　リキュラムの構成を踏まえ、また、既設の専門職大学院が履修単位を40単位

　～50単位程度としている例が多いこと等も考慮し、専門職大学院設置基準に

　おいて45単位以上と規定することが適当である。

○　また、特に実践的な指導力の強化を図る観点から、修了要件として必要

　な単位数のうち10単位以上は、学校における実習によることとするとともに、

一定の教職経験のある学生については、入学前の教職経験を考慮し、大学

　の判断で、10単位の範囲内で、教職経験をもって当該実習とみなすことがで

　きるようにすることが適当である。

④入学者選抜

○　専門職大学院の入学者選抜については、専門職大学院設置基準上、一般

　的な規定は設けられていないが、特に法科大学院については、入学者選抜

　に当たって、i〉入学者のうち法学部以外の出身者又は実務経験者の割合

　が3割以上になるよう努めること、ii）同割合が2割に満たない場合、選

抜の実施状況を公表すること、と規定し、これらにより多様な知識又は経

　験を有する者を入学させるよう努めなければならないとの努力義務規定が

　定められている。また、このため、入学者の適性を適確かつ客観的に評価

　するよう特に規定している。

○　教職大学院については、各大学院の判断により、教員免許状を持たない

　まま大学を卒業し様々な社会経験等を経た者が、改めて教職を目指す場合
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の一つの有力な養成機関としての機能を併せ持つことも期待される。他方、

　　プ我が国の教員養成制度が、専門職大学院制度の活用後も引き続き「開放制

の教員養成」の原則を維持し、学部段階で幅広く教職への道が用意される

こと、さらには、教員免許状は持たないものの優れた知識・経験や技能を

有する社会人を教職に受け入れるための特別免許状制度や特別非常勤講師

制度が既に導入されており、今後ともその積極的な活用が期待されている

こと等を考慮すれば、教職大学院に対し、教員免許状を持たない者など多

様な学生の受入れを法令で義務付けるような対応は適当ではないと考える。

○　このため、入学者選抜については、設置基準上は特段の制限規定を定め

　ないこととし、各大学院の責任において、課程の具体的な教育目標に基づ

　く入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）を明確にし、将来の中核

的・指導的な教員に相応しい資質能力を適確に判断し得るよう入学者選抜

　を工夫するとともに、各大学院による自己点検・評価、さらには大学関係

者、学校関係者、地方教育行政担当者等により構成される専門の認証評価

機関による事後的な第三者評価を通じて、その検証と改善を促していくこ

　とが重要である。

⑤教育課程
O　専門職大学院の教育課程については、専門職大学院設置基準i上、「教育上

　の目的を達成するために専攻分野に応じ必要な授業科目を開設し、体系的

　に教育課程を編成する」と定められている。

　ただし、法科大学院については、専門職大学院設置基準に基づく告示に

おいて、i）法律基本科目（憲法、行政法、民法、商法、民事訴訟法、刑

法、刑事訴訟法に関する分野の科目）、ii）法律実務基礎科目（法曹として

の技能・責任その他の法律実務に関する基礎的な分野の科目）、iii〉基礎法

学・隣接科目（基礎法学に関する分野又は法学と関連を有する分野の科目）、

　iv〉発展・先端科目（先端的な法領域に関する科目、法律基本科目以外の

実定法に関する多様な分野の科目）のすべてにわたって授業科目を開設す

　るとともに、学生の履修がいずれかに過度に偏ることのないよう配慮する

　と定められている。

○　教職大学院については、学校現場における中核的・指導的な教員として

必要な資質能力の育成を目指し、学校教育に関する理論と実践との融合を
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強く意識した体系的な教育課程を編成すべきことを設置基準等で明確にす

る必要がある。具体的には、各教職大学院において共通的に開設すべき授

業科目の領域として、i）教育課程の編成・実施に関する領域、H）教科等

の実践的な指導方法に関する領域、iii）生徒指導、教育相談に関する領域、

iv）学級経営、学校経営に関する領域、V）学校教育と教員の在り方に関

する領域を専門職大学院設置基準に基づく告示において定め、教職大学院

はそのすべての領域にわたり授業科目を開設し、体系的に教育課程を編成

することとすることが適当である。また、上記各領域の履修について、学

校の小規模化等の中で、スクールリーダーたる教員は幅広い分野において

指導性を発揮することが求められることから、学生はすべての領域にわた

り履修することとすることが適当である。

○　教職大学院においては、この共通的に開設される科目のほか、各コース

　や学生の専攻等に応じて選択的に履修される科目が開設されることとなる。

　（カリキュラムの基本的な在り方については、このほか、別添2「教職大学

　院におけるカリキュラムについて」（補論）参照。）

○　さらに、学部段階における教育実習をさらに充実・発展し、特に実践的

　な指導力の強化を図る観点から、10単位以上の学校における実習を含めると

　ともに、一定の教職経験のある学生については、入学前の教職経験を考慮

　し、大学の判断により、10単位の範囲内で、教職経験をもって当該実習とみ

　なすこともできるようにすることが適当である。

○　各教職大学院における具体的な教育課程は、専門職大学院設置基準等に

　より規定される上記教育課程の基準に基づき、各大学院の特色や得意領域、

教育目標により編成されることとなるが、教職大学院制度の創設に当たり、

高度専門職業人養成の観点から、各大学院・教員間において教員養成に関

する共通的な認識を醸成し、教員の質を高めていくためには、教員養成を

行う大学等関係者において、モデル的な教員養成カリキュラムを作成する

　ことが効果的であり、関係者の努力を促すとともに、国として適切な支援

　を行うことが必要である。

⑥教育方法

○　専門職大学院の教育方法については、専門職大学院設置基準上、i）事例
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研究、現地調査、双方向・多方向の討論、質疑応答等の適切な方法により授

業を行うこと、ii）学生に対し、授業の方法、内容、年間授業計画、学修評

価・修了認定基準をあらかじめ明示すること、iii）学生が1年間又は1学

期に科目登録できる単位数の上限を定めること、iv）授業を行う学生数は、

授業の方法、施設設備等諸条件を考慮し、効果が十分にあがる適当な人数

とすることなどが定められている。

　なお、法科大学院については、i）学生が科目登録できる単位数の上限

は、1年に36単位を標準とすること、ii）授業を行う学生数を少人数とす

ることを基本とし、法律基本科目においては50人を標準とすることが特に定

められている。

○　教職大学院については、少人数で密度の濃い授業を基本としつつ、理論

　と実践との融合を強く意識した新しい教育方法を積極的に開発・導入する

　ことが必要である。

　具体的には、例えば、事例研究、模擬授業、授業観察・分析、ロールプ

　レーイング等の教育方法を積極的に開発・導入することが必要である。

　なお、設置基準上は、基本的に、一般の専門職大学院に適用されている

基準を適用することが適当である。

⑦履修形態
○　専門職大学院の履修形態は、一般の大学院と同様に、昼夜開講制、夜間

大学院、長期休業期間中の集中コース、e－Leamingによる遠隔授業、サテラ

　イト教室の利用、科目等履修制度など、弾力的な履修形態が可能となって

　いるQ

○　教職大学院の場合も、特に現職教員が職務に従事しながら履修できるよ

　う、履修形態について特段の配慮・工夫を行うことが望ましく、設置基準

上は、一般の大学院、専門職大学院と同様の基準を適用することが適当で

ある。

⑧教員免許状を保有しないで入学する学生の扱い

○　学部での免許状未取得者については、教職大学院在学中に、所定履修単

位のほか、一種免許状の取得に必要な所要単位を修得することが必要であ

　る。この履修に当たっては、学部での開設科目の履修のほか、教職特別課
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程（教職に関する科目の単位を修得させるために大学が設置する修業年限

一年の課程）において履修することも可能である。この履修については、

各大学院の判断・工夫により、大学院の履修と併行して履修することとし

たり、あるいは当該履修と教職大学院の課程とを合わせて長期在学コース

を設けたりすることも可能である。

⑨教員組織
（ア）専任教員

○　専門職大学院の教員組織については、専門職大学院設置基準等において、

　専門分野に関し高度の教育上の指導能力がある専任教員を一定数以上置く

　こととされ、分野・規模に応じて具体的な算出基準が設けられている。な

　お、専門職大学院の必要専任教員（設置基準等で示される最低必要数分〉

　は、原則として学士課程・修士課程の必要専任教員数に算入することがで

　きないこととされている。

○　教職大学院については、大学院設置基準により定められる修士課程（教

　員養成系）の学校教育専攻の研究指導教員及び研究指導補助教員の数を基

　礎として上記算出基準により算定し、最低限必要な専任教員数は11人とする

　ことが適当である。

○　なお、専門職大学院設置基準において、制度発足当初における学部教育

　等との関連性や優秀な教員の確保の必要性等の観点から、平成25年度までの

　間、専任教員のうち3分の1を超えない範囲で、学士課程・修士課程の必

　要専任教員数に算入することができるものとされており、教職大学院にお

　いても同様の基準を適用することが適当である。

（イ）実務家教員

○　専門職大学院設置基準では、専門職大学院の必要専任教員のうち3割以

　上は、専攻分野に関し5年以上の実務経験を有し、高度の実務能力を有す

　る者とされている。

　　なお、法科大学院の場合は、課程修了後、司法試験を経てさらに司法修

　習が予定されており、法科大学院が直ちに法曹として活動するために必要

　なすべての教育を行うものではないこと等を踏まえ、実務経験者の比率を

おおむね2割以上と定めている。また、実務経験者は、法曹としての実務
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経験を有する者を中心に構成すると特に規定している。

○　教職大学院についても、1．4．で指摘したような現行の教員養成システム

の課題を踏まえ、学校教育に関する理論と実践との融合を図るためには、

専任教員のうちの相当割合の者については、教職等としての実務経験を有

　する実務家教員とすることが重要である。

　特に、教職大学院については、一般的に学部段階において教員としての

基礎的・基本的な資質能力が養成されるという我が国の教員養成システム

　を前提に、より実践的な内容を教授する必要があることから、実務経験を

有する者の役割がより重要となる。このため、教職大学院においては、必

　要専任教員に占める実務家教員の比率をおおむね4割以上とすることが適

　当である。

○　実務家教員の範囲については、優れた指導力を有する教員や指導主事、

教育センター職員等学校教育関係者や校長等管理職などの経験者が中心に

　なることが想定されるが、それのみならず、医療機関、家庭裁判所や福祉

施設など教育隣接分野の関係者、また例えばマネジメントやリーダーシッ

　プなどに関する指導については民問企業関係者など、幅広く考えられる。

　各大学院においては、各授業科目に応じ、実務の専門的識見・経験をも

　とに、知見を理論化し適切に教授できる実務経験者を採用することが求め

　られる。

○　なお、専任教員以外の教員についても、授業科目・内容により、例えば

非常勤の教員として実務経験者を積極的に活用することが重要である。

（ウ）大学教員の教育内容・方法の改善のための組織的研修・研究

○　専門職大学院の教育水準を確保する上で、直接の教育活動を担う教員の

　質の確保が重要であり、専門職大学院設置基準では、各専門職大学院は、

授業の内容・方法の改善のための組織的な研修・研究を実施する旨定めら

　れている。

○　教職大学院でも、具体的には、例えば、学生による授業評価、教員相互

　の授業評価（ピアレビュー）、教員グループによる教材の選定・開発、教育

　委員会等と協力した研修など、大学教員の教育内容・方法の改善のための
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組織的研修・研究を積極的に行うことが必要であり、専門職大学院設置基

準上は、一般の大学院や専門職大学院と同様の基準を適用することが適当

である。

⑩連携学校等

○　現在の専門職大学院設置基準には、関連機関との連携に関する特段の規

定は置かれていないが、教職大学院の場合、長期にわたる実習や現地調査

など学校現場を重視した実践的な教育を進める上で、一般の小・中学校等

　との間で連携協力関係を結ぶこと（連携協力校の設定）が重要である。

○　現在、大学設置基準では、教員養成系学部は附属学校の設置が義務付け

　られているが、教職大学院の場合は、大学・学部が附属学校を設置してい

る場合、その積極的な活用は当然の前提としつつ、附属学校以外の一般校

の中から、連携協力校を設定することを専門職大学院設置基準上、義務付

けることが適当である。また、連携協力校以外にも、民問企業、関係行政

機関、教育センターなど様々な関係機関と連携することにより、教育内

容・方法の改善や指導体制の充実を図ることが望ましい。

⑪　大学院の形態

○　大学院について、既に大学間の協力による連合大学院制度や、大学以外

の専門的試験調査研究機関の職員を大学院の基幹的教員として活用する連

携大学院制度が導入され、成果を挙げており、教職大学院についても、こ

のような仕組みを活用することが考えられる。

○　特に、各都道府県・指定都市には教育センターが設けられ、学校教育の

実践に係る実証的な調査研究や教員研修において大きな役割を果たし、研

究主事・研修主事等の専門的職員も育成してきていることを踏まえ、これ

　らの専門的職員を教職大学院の基幹的教員として活用することも、理論と

実践との融合を目指す教育を実現する方策の一つとして考えられる。

　このため、設置基準上の実務家教員の取扱いにおいても、このような教

育センターの専門的職員の活用も念頭に置いた運用が考えられる。

　なお、このような形態での大学院の運営に当たっては、責任体制が損な

われることのないよう連携体制などに十分な配慮が必要である。
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⑫学位の種類

○　専門職大学院の修了者に授与される学位は、学位規則上、「修士（専門職）」

　とされている。

　ただし、特に法科大学院については、学位の国際的な通用性等も考慮し、

米国の「J．D」に相当する学位として、「法務博士（専門職）」と定められ

ている。

○　また、米国の大学の教育大学院（スクール・オブ・エデュケーション）

では、教育課程・コースを、研究者養成向きのP　h．D取得教育課程と高度

専門職業人向けの専門職学位取得教育課程に分けて設定していることが多

い。このうち、後者では、主に教員を対象に修士レベルの教育課程とその

履修コースを、また、学校管理者や行政担当者を対象に博士レベルの教育

課程とその履修コースを置き、前者の修了者にM．E　d（修士レベル〉を、

後者の修了者に対しては、E　d．D（博士レベル〉を授与している。

○　教職大学院の場合、学位の国際的な通用性等も考慮し、上記「M．E　d」

に相当するものとして、「教職修士（専門職）」等の特定の専門職学位を学位

規則において定めることが適当である。

⑬評価等
○　現在、国・公・私立の大学は、大学設置基準において、教育研究等の状

況について自己点検・評価を行い、その結果を公表することが義務付けら

れるとともに、7年ごとに大学の教育研究等の総合的状況について、国が

認証した評価機関（認証評価機関）による外部評価（認証評価）を受ける

ことが義務付けられている。さらに、専門職大学院の場合は、これらに加

えて、5年ごとに分野ごとの認証評価を受けることも義務付けられている。

○　教職大学院においても、中核的・指導的な教員の養成・研修の場として

の水準の維持・向上を図るため、大学としての自己点検・評価や認証評価

が重要であり、一般の専門職大学院に適用されている基準を適用すること

が適当である。

　また、教職大学院制度の発足と同時に認証評価が発足・機能するよう、

大学関係者、学校関係者、地方教育行政担当者等により構成される専門の

認証評価機関を速やかに創設し、その評価等を踏まえた不断の改善を促す
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システムを構築するよう関係者の努力を促すとともに、国として必要な支

援を行う必要がある。

⑭名称
○　上記の諸要件を備えた大学院については、法科大学院と同様に、共通の

名称として「教職大学院」と称することができるよう、専門職大学院設置

基準に規定することが適当である。

（4）その他（設置基準以外の関連事項等について）

①整備の方針

○　教職大学院制度の創設については、現在の学校教育をめぐる状況、特に

力量ある教員の養成に対する社会的要請に鑑み、早期の開設が可能となる

　よう、専門職大学院設置基準等関係規程の改正を行う方向で準備を進める

　ことが適当である。

○　教職大学院の整備に当たっては、国・公・私立を通じ、各大学において

主体的に設置構想が検討されることが前提となるが、このうち国立大学に

ついては、財政基盤が国からの財政支出に依存していることを踏まえ、実

践的指導力を有する教員の養成について、特に優れた実績を有するととも

　に、意欲的で、かつ、真に他の大学のモデルとなる設置構想と計画を実現

　し得る大学から整備を行うこととする必要がある。

②管理運営

○　教職大学院においては、学校現場など養成された教員を受け入れる側

　（デマンド・サイド）との連携を重視する観点から適正な運営を確保するた

　め、従来の運営体制にこだわらず、学校関係者等との密接な連携関係を管

理運営体制の中に組み込むとともに、学校教育の実態や社会の変化等に柔

軟に対応し得る機動的な管理運営システムを大学院として確立することが

重要である。

③支援方策
○　教職大学院制度を活用した教員養成システムの充実、発展を目指すために

　は、各大学における積極的な取組とともに、国においても、現行の学部・大
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学院制度における教員養成システムの更なる改善を強力に促進するための検

証・支援の方策を強化することが必要である。同時に、質の高い教職大学院

の設置を促進するための方策、教職大学院の前提となる専門職大学院制度の

基盤づくりを推進するたあの方策、さらには、実際に設置された教職大学院

のうち他大学のモデルとなり得る特色ある優れた取組を促すための方策など、

各般にわたる強力な支援策を講じていくことが不可欠である。

④教員免許状の種類

○　教職大学院の修了者に授与する教員免許状については、

　i）現在の教員免許制度は、取得した学位の種類（水準）を基礎資格とし

　て免許状の種類を設定しているが、専門職大学院の学位は従来の学位と

　異なる種類である一方、入学要件等に鑑みれば、課程の水準・位置付け

　は修士課程相当であること

　ii）教職大学院における履修内容について、設置基準上一定の枠組みが設

　けられるが、その内容は、専修免許状の取得要件とされている「教科又

　は教職に関する科目」の概念の範囲内であると考えられること

　iii）専門職大学院については、現在でも、修士課程相当の課程として、専

　修免許状を取得することが可能な教職課程として取り扱われていること

　等を考慮すると、現行の専修免許状を授与することが適当である。

⑤初任者研修等との関係

○　公立学校の教員の初任者研修との関係については、教職大学院は共通的

　に開設すべき科目領域を設定するとともに、修了要件のうち一定の単位

　（例えば10単位＝300～450時間の実習時問に相当）以上は学校における実習

　によることとする旨を専門職大学院設置基準等で規定するなど、全体とし

　て学校教育に関する理論と実践の融合を強く意識した教育課程とされてお

　り、これにより、実践的指導力や使命感等の育成が期待されることを踏ま

　えれば、修了者については、任命権者の判断により初任者研修の全部又は

　一部を免除することができることとすることが適当である。

○　公立学校の教員の10年経験者研修との関係については、個々の教員の能

力・適性等に応じて多様な研修が実施されており、任命権者の判断により

修士課程も活用されているが、教職大学院の課程についても、個々人の能

力・適性等に応じた研修の場として積極的に活用することが期待される。
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⑥修了者の処遇

○　教職大学院の修了者の処遇については、具体的には、校長・教頭等学校

　における一定の職務・位置付け、給与面での処遇その他の取扱いが考えら

　れる。

　学校における一定の職務・位置付けについて、特に修了者が現職教員の

場合には、地域や学校における指導的役割を果たす教員として活躍するこ

　とが期待されるが、これらの役割について、制度的に措置を講ずることは

　適当ではなく、修了者の実績等を踏まえ、都道府県教育委員会等において

主体的に対応することが適当である。

○　給与面の処遇については、現在、新人教員については採用学歴に応じて

　換算され、現職教員については基本的にその経験年数に応じた扱いとされ

　ている。この点については、個々の教員の能力や業績を適正に評価すると

　ともに、これを適切に処遇に反映することが重要であり、現在、このよう

　な新たな教員評価システムの検討がすべての都道府県・指定都市教育委員

会において進められている。教職大学院の修了者についても、新たな教員

評価システムに係る取組を進める中で、修了者の実績等を勘案しつつ、各

任命権者において検討していくことになるものと考えられる。

○　修了者のうち新人教員については、例えば教員採用選考試験において、

　教職大学院における履修実態等を考慮し、選考の公平性に留意しつつ、通

　常の採用選考方法とは異なる観点・方法で選考することなどの工夫も考え

　られるが、教員採用選考の在り方については、都道府県教育委員会等の責

任において適切に検討していくことが期待される。

⑦隣接する目的・機能を担う専門職大学院の整備方策

○　教職大学院以外にも専門職大学院が果たすことが期待される隣接する目

　的・機能については、（1）②「主な目的・機能」で述べたとおり、当面、

　先導的で、意欲的な取組が展開され、一定の実績が蓄積されることが重要

　であるが、これらの専門職大学院において行われる教育内容・方法の開

　発・充実等の優れた取組については、国として適切な支援を行うことが必

　要である。

○　また、教員養成分野におけるさらに上位の専門職学位（前述のE　d．D相
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当）の課程の制度化については、専門職学位課程における制度の定着や取

組の動向等を踏まえながら検討する必要がある。

3．教員免許更新制の導入

（1〉導入の基本的な考え方

　近年、学校教育をめぐる状況は大きく変化しており、教員免許状の取得

後も、教員に必要とされる資質能力は常に変化している。教員として必要

な資質能力の確実な保持を図るためには、教員免許状の在り方を根本的に

見直すことが必要である。

　教員免許状に一定の有効期限を付し、有効期限の到来時に合わせて、そ

の時々で求められる教員として必要な資質能力が確実に保持されるよう、

必要な刷新（リニューアル〉を行うことが必要であり、このための具体的

方策として、教員免許更新制を導入することが必要である。

　平成14年の本審議会の答申で指摘した課題等を踏まえ、どのような制度

が現在必要とされており、また制度としても導入可能であるのかという観

点から、更新制の在り方を検討した結果、今回、「その時々で求められる

教員として必要な資質能力が保持されるよう、定期的に必要な刷新（リニ

ューアル〉を図るための制度」として、導入することが適当ではないかと

の結論に至った。

①導入の必要性及び意義

○　教員免許状が、教職生活の全体を通じて、教員として必要な資質能力を

　確実に保証するものとなるためには、免許状の授与の段階だけでなく、取

得後も、その時々で求められる教員として必要な資質能力が保持されるよ

　うにすることが必要である。

　教員は、子どもが一生を幸福に、かつ有意義に生きることができる基礎

　を培うことを職務の本質としており、子どもの側が教員を選ぶことができ

　ない中で、一生を左右しかねない重要な役割を担っている。このため、教

　員には、常に研究と修養に努めることが求められているが、特に近年、学

　校における教育内容の基準である学習指導要領の不断の見直しが行われて

　おり、教員には、新しい学習指導要領に対応した資質能力を身に付けるこ

　とが不可避的に求められている。また、例えば、子どもの学ぶ意欲や学
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